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令 和 ３ 年 度

うきは市公営企業会計予算書



簡 易 水 道 事 業 会 計



議案  第 13 号

(総    則)
第１条   令和３年度うきは市簡易水道事業会計の予算は、次の定めるところによる。

(業務の予定量)
第２条   業務の予定量は次のとおりとする。

⑴ ２４１ 戸
⑵ ㎥
⑶ ２２６ ㎥
⑷ 小石原川ダム建設事業負担金 千円

(収益的収入及び支出)
第３条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 水道事業収益
第１項 営業収益 千円
第２項 営業外収益 千円

令和３年度うきは市簡易水道事業会計予算

給 水 戸 数
年 間 総 給 水 量 ８２，３４６
一 日 平 均 給 水 量
主 な 建 設 改 良 事 業 １２５，１００

収 入

９，２６６
５８，８１０



第２款 水道事業費用
第１項 営業費用 千円
第２項 営業外費用 千円
第３項 特別損失 千円
第４項 予備費 千円

(資本的収入及び支出)
第４条    資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対する不足額６，１１４千円は、

過年度分損益勘定留保資金２５０千円、当該年度分損益勘定留保資金５，８６４千円で補てんするものとする。)

第３款 資本的収入
第１項 企業債 千円

第４款 資本的支出
第１項 建設改良費 千円
第２項 企業債償還金 千円
第９項 予備費 千円

支 出

５５，９８８
１０，５３５

５０
１，０００

収 入

１２５，１００

支 出

１２５，１４３
５，０７１
１，０００



(企業債)
第５条     起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

3.0% 以内

(一時借入金)
第６条     一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)
第７条     予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 営業費用と営業外費用

令和３年３月５日提出
髙    木     典    雄

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

うきは市長

水道水源開発事業

125,100   千円 証書借入

    政府資金についてはその融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。ただし、財
政の都合により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしくは低利
に借換えすることができる。

    ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
等について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利率

(小石原川ダム建設事
業負担金として)



(単位：千円)
予       定       額

1 水道事業収益 68,076
1 営業収益 9,266

1 給水収益 9,262 1 給水収益
3 その他営業収益 4 2 手数料 2

3 雑収益 2
2 営業外収益 58,810

1 受取利息及び配当金 1 1 預金利息
2 他会計補助金 50,103 1 他会計補助金
3 長期前受金戻入 3,636 1 受贈資産評価額 498

2 国庫補助金 1,524
3 県補助金 14
7 受益者負担金 1,600

4 資本費繰入収益 5,070 1 資本費繰入収益

令和３年度    うきは市簡易水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収                    入

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

2 水道事業費用 67,573
1 営業費用 55,988

1 浄水及び給水費 7,591 13 光熱水費 2,112
17 委託料 2,759
18 手数料 1,694
19 賃借料 1
20 修繕費 1,000
25 薬品費 25

2 総係費 24,060 7 旅費 11
11 備消品費 75
14 印刷製本費 50
15 通信運搬費 89
17 委託料 1,925
18 手数料 28
31 負担金 21,610
34 貸倒引当金繰入額 11
37 工事請負費 261

3 減価償却費 24,337 1 有形固定資産減価償却費 5,504
2 無形固定資産減価償却費 18,833

2 営業外費用 10,535
1 支払利息及び 9,035 1 企業債利息 8,994

企業債取扱諸費 2 一時借入金利息 41
2 消費税及び地方消費税 1,500 1 消費税及び地方消費税

支                    出

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

3 特別損失 50
4 過年度損益修正損 50 1 過年度損益修正損

4 予備費 1,000
1 予備費 1,000 1 予備費

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

3 資本的収入 125,100
1 企業債 125,100

1 建設改良企業債 125,100 1 建設改良企業債

資本的収入及び支出
収                    入

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

4 資本的支出 131,214
1 建設改良費 125,143

1 施設改良費 125,143 31 負担金
2 企業債償還金 5,071

1 企業債償還金 5,071 1 建設改良企業債償還金 4,312
2 その他の企業債償還金 759

9 予備費 1,000
1 予備費 1,000 1 予備費

支                    出

款 項 目 説                                  明



令和３年度     うきは市簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 ４８１
減価償却費 ２４，３３７
固定資産除却費 ０
貸倒引当金の増加額 １１
長期前受金戻入額 △３，６３６
受取利息及び受取配当金 △１
支払利息 ９，０３５
未収金の増加額 △９，１１７
未払金の増加額 △１６９
小計 ２０，９４１
利息及び配当金の受取額 1
利息の支払額 △９，０３５
業務活動によるキャッシュ・フロー １１，９０７

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
無形固定資産の取得による支出 △１１３，７６７
補助金等による収入 ０
投資活動によるキャッシュ・フロー △１１３，７６７

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １２５，１００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △４，３１１
その他企業債の償還による支出 △７５９
財務活動によるキャッシュ・フロー １２０，０３０

資金の増加額 １８，１７０
資金期首残高 ８，９１６
資金期末残高 ２７，０８６

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)



(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和３年度    うきは市簡易水道事業予定貸借対照表
(令和４年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 １９２
建 物 ０
減 価 償 却 累 計 額 ０ ０
構 築 物 １７７，６４０
減 価 償 却 累 計 額 △８，５２６ １６９，１１４
機 械 及 び 装 置 １５，１９３
減 価 償 却 累 計 額 △２，４８２ １２，７１１
建 設 仮 勘 定 ０
有 形 固 定 資 産 合 計 １８２，０１７

無 形 固 定 資 産
ダ ム 使 用 権 １，１３９，７５９
無 形 固 定 資 産 合 計 １，１３９，７５９

固 定 資 産 合 計 １，３２１，７７６

流 動 資 産
現 金 預 金 ２７，０８６
未 収 金 ９，７５３
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △１１ ９，７４２

流 動 資 産 合 計 ３６，８２８
資 産 合 計 １，３５８，６０４



3
⑴

4
⑴
⑵

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 １，２５５，８３２

固 定 負 債 合 計 １，２５５，８３２

流 動 負 債
企 業 債 ５，９７０
未 払 金 ２，８６２

流 動 負 債 合 計 ８，８３２

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額 ２１，１６２
国 庫 補 助 金 ６３，６４６
県 補 助 金 ５９５
他 会 計 補 助 金 ７，９２９
受 益 者 負 担 金 ３５，３８０ １２８，７１２

収 益 化 累 計 額
受 贈 財 産 評 価 額 △９９６
国 庫 補 助 金 △３，０４８
県 補 助 金 △２８
他 会 計 補 助 金 △０
受 益 者 負 担 金 △３，２００ △７，２７２

繰 延 収 益 合 計 １２１，４４０
負 債 合 計 １，３８６，１０４



6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 ０

剰 余 金
資 本 剰 余 金 １９２
利 益 剰 余 金 △２７，６９２

剰 余 金 合 計 △２７，５００
資 本 合 計 △２７，５００
負 債 資 本 合 計 １，３５８，６０４



(単位：千円)
1

⑴ ９，５８２
⑵ ０
⑶ ５ ９，５８７

2
⑴ ７，０７６
⑵ １１，４１７
⑶ ５，５０４
⑷ ０
⑸ ０ ２３，９９７

１４，４１０
3

⑴ １
⑵ １０，００１
⑶ ３，６３６
⑷ ４，２２１
⑸ ０
⑹ ０ １７，８５９

4
⑴ １，９１８
⑵ １０ １，９２８ １５，９３１

１，５２１

令和２年度     うきは市簡易水道事業予定損益計算書
(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益
受 益 工 事 収 益
そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用
浄 水 及 び 給 水 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
資 本 費 繰 入 収 益
雑 収 益
引 当 金 戻 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
雑 支 出

経 常 利 益



5
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０ ０

6
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０
⑷ ０
⑸ ０ ０ ０

１，５２１
２９，６９４
２８，１７３

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
過 年 度 損 益 修 正 益
そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
減 損 損 失
災 害 に よ る 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金



(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和２年度    うきは市簡易水道事業予定貸借対照表
(令和３年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 １９２
建 物 ０
減 価 償 却 累 計 額 ０ ０
構 築 物 １７７，６４０
減 価 償 却 累 計 額 △４，２６３ １７３，３７７
機 械 及 び 装 置 １５，１９３
減 価 償 却 累 計 額 △１，２４１ １３，９５２
建 設 仮 勘 定 ０
有 形 固 定 資 産 合 計 １８７，５２１

無 形 固 定 資 産
ダ ム 使 用 権 １，０４４，８２５
無 形 固 定 資 産 合 計 １，０４４，８２５

固 定 資 産 合 計 １，２３２，３４６

流 動 資 産
現 金 預 金 ８，９１５
未 収 金 ６３６
未 収 金 貸 倒 引 当 金 ０ ６３６

流 動 資 産 合 計 ９，５５１
資 産 合 計 １，２４１，８９７



3
⑴

4
⑴
⑵

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 １，１３６，６６７

固 定 負 債 合 計 １，１３６，６６７

流 動 負 債
企 業 債 ５，１０５
未 払 金 ３，０３０

流 動 負 債 合 計 ８，１３５

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額 ２１，１６２
国 庫 補 助 金 ６３，６４６
県 補 助 金 ５９５
他 会 計 補 助 金 ７，９２９
受 益 者 負 担 金 ３５，３８０ １２８，７１２

収 益 化 累 計 額
受 贈 財 産 評 価 額 △４９８
国 庫 補 助 金 △１，５２４
県 補 助 金 △１４
他 会 計 補 助 金 △０
受 益 者 負 担 金 △１，６００ △３，６３６

繰 延 収 益 合 計 １２５，０７６
負 債 合 計 １，２６９，８７８



6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 ０

剰 余 金
資 本 剰 余 金 １９２
利 益 剰 余 金 △２８，１７３

剰 余 金 合 計 △２７，９８１
資 本 合 計 △２７，９８１
負 債 資 本 合 計 １，２４１，８９７



注     記

Ⅰ．重要な会計方針
1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産・・・定額法による。
・主な耐用年数

構築物 機械及び装置
車両及び運搬具 工具器具及び備品

(2) 無形固定資産・・・定額法による。
・主な耐用年数

ダム使用権 ５５年

2 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
1 企業債の償還に係る他会計の負担

    貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。)のうち、一般会計が
負担すると見込まれる額は、６１７，５２８千円である。

４５～６０年 １０～２０年
４～５年 ４～８年



下 水 道 事 業 会 計



議案  第 14 号

(総    則)
第１条   令和３年度うきは市下水道事業会計の予算は、次の定めるところによる。

(業務の予定量)
第２条   業務の予定量は次のとおりとする。

⑴ ㎥
⑵ ㎥
⑶ 管路施設ストックマネジメント計画策定業務委託料 千円

浄化センター機械・電機設備改築工事費 千円

(収益的収入及び支出)
第３条   収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 下水道事業収益
第１項 営業収益 千円
第２項 営業外収益 千円

令和３年度うきは市下水道事業会計予算

年 間 有 収 水 量 ２，７７２，３６８
一 日 平 均 有 収 水 量 ７，５９６
主 な 建 設 改 良 事 業 ３５，７００

６１，０００

収 入

４７５，９７７
１，１４９，６５８



第２款 下水道事業費用
第１項 営業費用 千円
第２項 営業外費用 千円
第３項 特別損失 千円
第４項 予備費 千円

(資本的収入及び支出)
第４条    資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出額に対する不足額６７１，０３７千円は、過年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４，８１６千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９，７６１千円、過年
度分損益勘定留保資金２２，７５８千円、当年度分損益勘定留保資金３８８，０４６千円、当年度利益剰余金処分額２４５，６５６
千円で補てんするものとする。)

第３款 下水道事業資本的収入
第１項 企業債 千円
第３項 補助金等 千円
第４項 負担金等 千円

第４款 下水道事業資本的支出
第１項 建設改良費 千円
第２項 企業債償還金 千円
第５項 予備費 千円

支 出

１，１２８，３０８
２１４，９１６

６３０
１２，０００

収 入

３６，４００
４９，０５６
１０，８１８

支 出

１７３，８４９
５８２，３６２

１１，１００



(企業債)
第５条     起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

3.0% 以内

(一時借入金)
第６条     一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)
第７条     予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 営業費用と営業外費用と特別損失の間

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)
第８条     次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。
⑴ 千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

職 員 給 与 費 ４２，３５２

下水道事業 32,300   千円

証書借入

    政府資金についてはその融資条件に
より、銀行その他の場合にはその債権
者と協定するものによる。ただし、財
政の都合により据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしくは低利
に借換えすることができる。

    ただし、利率見直し方式で借り入
れる政府資金等について、利率の見
直しを行った後においては、当該見
直し後の利率

浄化槽市町村整備
促進事業

4,100   千円



(利益剰余金の処分)
第９条    当年度の利益剰余金のうち２４５，６５６千円は、次のとおり処分するものと定める。

⑴ 第４条資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補てんとして

令和３年３月５日提出
髙    木     典    雄うきは市長



(単位：千円)
予       定       額

1 下水道事業収益 1,625,397
1 営業収益 475,977

1 下水道使用料 475,630 1 下水道使用料
3 その他営業収益 347 1 手数料 340

3 雑収益 7
2 営業外収益 1,149,420

1 受取利息及び配当金 3 1 預金利息
2 他会計補助金 213,743 1 他会計補助金
3 長期前受金戻入 350,816 1 国庫補助金 326,691

2 県補助金 6,855
4 受益者負担金等 17,270

4 資本費繰入収益 582,359 1 資本費繰入収益
7 雑収益 2,499 2 その他雑収益

令和３年度    うきは市下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出

収                    入

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

2 下水道事業費用 1,355,854
1 営業費用 1,128,308

1 管きょ費 10,805 15 手数料 200
17 修繕費 8,000
21 材料費 605
22 補償補填及び賠償金 2,000

2 マンホールポンプ費 10,756 10 光熱水費 8,712
12 通信運搬費 468
14 委託料 1,576

3 処理場費 270,193 5 旅費 8
8 備消品費 150
9 燃料費 34

10 光熱水費 23,841
12 通信運搬費 336
14 委託料 210,643
15 手数料 4,653
16 賃借料 27
17 修繕費 15,500
20 薬品費 14,748
26 保険料 253

4 浄化槽費 33,423 5 旅費 12
6 報償費 121
8 備消品費 55

14 委託料 31,492
15 手数料 144
17 修繕費 1,599

支                    出

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

5 総係費 64,269 1 給料 15,098
2 手当等 7,350
3 法定福利費 5,021
4 退職給付費 3,021
5 旅費 350
6 報償費 3,603
8 備消品費 732
9 燃料費 96

11 印刷製本費 330
12 通信運搬費 1,156
14 委託料 6,345
15 手数料 960
16 賃借料 3,898
21 材料費 33
23 負担金 1,492
24 工事請負費 5,904
27 公課費 7
28 賞与引当金繰入額 2,118
29 法定福利費引当金繰入額 452
32 貸倒引当金繰入額 3,642
33 その他引当金繰入額 150
34 報酬 2,511

6 減価償却費 738,862 1 有形固定資産減価償却費
2 営業外費用 214,916

1 支払利息及び 166,216 1 企業債利息 166,101
企業債取扱諸費 3 一時借入金利息 115

2 消費税 48,700 1 消費税及び地方消費税

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

3 特別損失 630
4 過年度損益修正損 630 1 過年度損益修正損

4 予備費 12,000
1 予備費 12,000 1 予備費

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

3 下水道事業 96,274
資本的収入 1 企業債 36,400

1 建設改良等の財源 36,400 1 建設改良等の財源に充てるための企業債
に充てるための
企業債

3 補助金等 49,056
1 国庫補助金 48,431 1 国庫補助金
2 県補助金 625 1 県補助金

4 負担金等 10,818
1 受益者負担金 10,818 1 受益者負担金 880

2 分担金 9,938

資本的収入及び支出
収                    入

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)
予       定       額

4 下水道事業 767,311
資本的支出 1 建設改良費 173,849

1 管路建設改良費 104,505 1 給料 7,717
2 手当等 4,621
3 法定福利費 2,331
4 退職給付費 1,544

14 委託料 42,800
24 工事請負費 44,000
28 賞与引当金繰入額 1,121
29 法定福利費引当金繰入額 231
33 その他引当金繰入額 140

2 処理場建設改良費 61,000 24 工事請負費
3 浄化槽設備建設費 8,344 24 工事請負費

2 企業債償還金 582,362
1 建設改良費等財源 579,052 1 建設改良費等財源充当企業債償還金

充当企業債償還金
2 その他企業債償還金 3,310 1 その他企業債償還金

5 予備費 11,100
1 予備費 11,100 1 予備費

支                    出

款 項 目 説                                  明



(単位：千円)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 ２９８，９８８

減価償却費 ７３８，８６２

固定資産除却費 ０

引当金の増加額 ３３９

貸倒引当金の増加額 ２，１４２

長期前受金戻入額 △３５０，８１６

受取利息及び受取配当金 △３

支払利息 １６６，２１６

未収金の増加額 △６５，３８５

特定収入仮払消費税の調整額 △５，４４３

未払金の増加額 △７０４

小計 ７８４，１９６

利息及び配当金の受取額 ３

利息の支払額 △１６６，２１６

業務活動によるキャッシュ・フロー ６１７，９８３

令和３年度     うきは市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)



Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △１５９，６５１

補助金等による収入 ４９，０５６

負担金等による収入 １０，８１８

投資活動によるキャッシュ・フロー △９９，７７７

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３６，４００

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △５７９，０５１

その他企業債の償還による支出 △３，３１０

財務活動によるキャッシュ・フロー △５４５，９６１

資金の増加額 △２７，７５５

資金期首残高 ２０６，５８７

資金期末残高 １７８，８３２



(下水道事業会計)

(1)  総  括
ア 会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

特別職(人) 一般職(人) 報  酬 給  料 手  当 計

扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
管理職手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉手当

1,638 921 200 1,283 9,418

2,136 1,278 174 1,993 9,614

△ 498 △ 357 26 △ 710 △ 196
※ 期末勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

給   与   費   明   細   書

職  員  数 給    与    費

区     分

本年度

前年度

比較

区     分 法定福利費 合  計

本
年
度

損益勘定支弁職員 5 15,098 8,418 23,516 3,515 27,031

資本勘定支弁職員 2 7,717 5,042 12,759 2,562 15,321

合   計 7 22,815 13,460 36,275 6,077 42,352

前
年
度

損益勘定支弁職員 7 23,087 15,195 38,282 7,065 45,347

資本勘定支弁職員 0 0

合   計 7 23,087 15,195 38,282 7,065 45,347

比
較

損益勘定支弁職員 △ 2 △ 7,989 △ 6,777 △ 14,766 △ 3,550 △ 18,316

資本勘定支弁職員 2 7,717 5,042 12,759 2,562 15,321

合   計 0 △ 272 △ 1,735 △ 2,007 △ 988 △ 2,995

手
当
の
内
訳



(下水道事業会計)

イ 会計年度任用職員 (単位：千円)

報  酬 給  料 手  当 計

扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
管理職手当

管理職員
特別勤務手当

期末勤勉手当

200

193

7
※ 期末勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

職  員  数 給    与    費
会計年度任用職員(人)

区     分

本年度

前年度

比較

区     分 法定福利費 合  計

本
年
度

損益勘定支弁職員 2 2,511 200 2,711 386 3,097

資本勘定支弁職員

合   計 2 2,511 200 2,711 386 3,097

前
年
度

損益勘定支弁職員 2 2,570 193 2,763 386 3,149

資本勘定支弁職員

合   計 2 2,570 193 2,763 386 3,149

比
較

損益勘定支弁職員 0 △ 59 7 △ 52 0 △ 52

資本勘定支弁職員

合   計 0 △ 59 7 △ 52 0 △ 52

手
当
の
内
訳



（単位：千円）

区         分 増    減    額 説             明

給 料 △ 272 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 0

2.13%
昇 給 に 伴 う 増 加 分 418

そ の 他 の 増 減 分 △ 690

職 員 手 当 △ 1,735 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 △ 107

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,628

(下水道事業会計)
(２)    給 料 及 び 職 員 手 当 の 増 減 額 の 明 細

増   減   事   由   別   内   訳 備                             考

平均昇給率



（３）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

（平均給与月額は時間外勤務手当を除く）

147,900 

（下水道事業会計）
給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

ア． 職 員 １ 人 当 た り 給 与

区                                             分 一    般    行    政    職 技    能    労    務    職

（円） 269,800 

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 （円） 284,312 

（歳） 35.1 

（円） 274,386 

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在 （円） 314,443 

（歳） 35.6 

イ． 初  任  給

国    の    制    度

一 般 行 政 職  （円） 技 能 労 務 職  (円）

高 校 卒 154,900 154,900 150,600 

大 学 卒 182,200 182,200 

区                          分 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）



ウ． 級  別  職  員  数

級

１ 級 2 28.6 

２ 級 1 14.3 

３ 級 2 28.6 

４ 級 2 28.6 

５ 級

６ 級

７ 級

計 7 100.0 

１ 級 1 14.3 

２ 級 2 28.6 

３ 級 2 28.6 

４ 級 2 28.6 

５ 級

６ 級

７ 級

計 7 100.0 

（下水道事業会計）

一     般     行     政     職

職  員  数  （人） 構  成  比  （％）
区                 分

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在



６　級

課長

（人）

（人）

2 号　給 （人）

4 号　給 （人）

6 号　給 （人）

8 号　給 （人）

号　給 （人）

（％）

（人）

（人）

2 号　給 （人）

4 号　給 （人）

6 号　給 （人）

8 号　給 （人）

号　給 （人）

（％）

（下水道事業会計）
（級別の 標準的な 職務内容 ）

区         分 １   級 ２   級 ３   級 ４   級 ５   級 ７   級

一  般  行  政  職
定型的業務を
行う主事

主  事 主任主事・主査・係長

相当困難な業務
を 行 う主 査 ・ 係
長、課長補佐

相当困難な業務を
行う課長補佐、課
長

企画調整監・市長公室長

エ．  昇   給   

代   表    的    な   職    種

一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

職      員      数                    〔Ａ〕

昇給に係る職員数               〔Ｂ〕

号 給 数 別 内 訳

比          率          〔Ｂ〕／〔Ａ〕

職      員      数                    〔Ａ〕

昇給に係る職員数               〔Ｂ〕

号 給 数 別 内 訳

比          率          〔Ｂ〕／〔Ａ〕

区                                             分 合                  計

本
 
年
 
度

前
 
年
 
度



（下水道事業会計）
オ． 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

支    給    期    別   支    給    率 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６ 月  （月分） １２ 月  （月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度 2.225 2.225 4.45 5% ～ 15%

前 年 度 2.250 2.250 4.50 5% ～ 15%

国 の 制 度

カ． 定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

（月   分） （月   分） （月   分） （月   分） 特別昇給

国 の 制 度

（支給率等）

キ． 地域手当

支 給 対 象 地 域 全                              域

支 給 率 （％）

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

（％）

区         分 支給率計  （月分） 備                 考

区       分 その他の加算措置等 備                    考

支 給 率 等 24.586875 33.2708 47.709 47.709 令和３年１月１日現在



（下水道事業会計）
ク．

〔 年 月

ケ．

特  殊  勤  務  手  当

代        表       的        な       職        種

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

日現在〕

代表的な特殊勤務手当の名称

そ  の  他  の  手  当

区                            分 国   の   制   度   と   の   異   同 差        異       の        内        容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区                                 分 全      職      種



(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

ヘ)

ト)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和３年度    うきは市下水道事業予定貸借対照表
(令和４年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 ４３３，８０４
建 物 ８６６，０５５
減 価 償 却 累 計 額 △４５，０６０ ８２０，９９５
構 築 物 ２０，７１６，１５４

減 価 償 却 累 計 額 △１，１４３，５７８ １９，５７２，５７６

機 械 及 び 装 置 ９８４，０６１
減 価 償 却 累 計 額 △２８８，５１３ ６９５，５４８
車 両 及 び 運 搬 具 ４１
減 価 償 却 累 計 額 ０ ４１
その他有形固定資産 ２，３３５
減 価 償 却 累 計 額 ０ ２，３３５
建 設 仮 勘 定 １５９，６５１
有 形 固 定 資 産 合 計 ２１，６８４，９５０

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 ３１０
無 形 固 定 資 産 合 計 ３１０

固 定 資 産 合 計 ２１，６８５，２６０

流 動 資 産
現 金 預 金 １７８，５９５
未 収 金 ９９，８４２
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △７，２１１ ９２，６３１

流 動 資 産 合 計 ２７１，２２６
資 産 合 計 ２１，９５６，４８６



3
⑴

4
⑴
⑵
⑶

イ)
ロ)
ヘ)

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 ８，２０７，５２９

固 定 負 債 合 計 ８，２０７，５２９

流 動 負 債
企 業 債 ５９４，０７１
未 払 金 ７１，３９６
引 当 金

賞 与 引 当 金 ３，２３９
法 定 福 利 引 当 金 ６８３
そ の 他 引 当 金 ２９０ ４，２１２

流 動 負 債 合 計 ６６９，６７９
繰 延 収 益

長 期 前 受 金
国 庫 補 助 金 ９，９５５，０５９
県 補 助 金 １８７，４９６
他 会 計 補 助 金 ８５４，０９６
受 益 者 負 担 金 等 ６２３，１４３
受 贈 財 産 評 価 額 １０６ １１，６１９，９００

収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 △６５３，１６７
県 補 助 金 △１３，６６７
他 会 計 補 助 金 △０
受 益 者 負 担 金 等 △３４，５３５
受 贈 財 産 評 価 額 △０ △７０１，３６９

繰 延 収 益 合 計 １０，９１８，５３１

負 債 合 計 １９，７９５，７３９



6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 １，４０７，６５３

剰 余 金
資 本 剰 余 金 ２３８，０９８
利 益 剰 余 金 ５１４，９９６

剰 余 金 合 計 ７５３，０９４
資 本 合 計 ２，１６０，７４７
負 債 資 本 合 計 ２１，９５６，４８６



(単位：千円)
1

⑴ ４１７，６１８
⑵ １
⑶ １７０ ４１７，７８９

2
⑴ １８２
⑵ ９，０１８
⑶ ２４９，８３２
⑷ ３０，３８１
⑸ ８１，７４３
⑹ ７３８，２８９
⑺ ０
⑻ ０ １，１０９，４４５

６９１，６５６
3

⑴ ３
⑵ ２２３，６５７
⑶ ３５０，５５３
⑷ ５６２，９６５
⑸ ０
⑹ ５，４８９ １，１４２，６６７

4
⑴ １７７，５４６
⑵ ２３，４３２ ２００，９７８ ９４１，６８９

２５０，０３３

令和２年度     うきは市下水道事業予定損益計算書
(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
受 益 工 事 収 益
そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用
管 き ょ 費
マ ン ホ ー ル ポ ン プ 費
処 理 場 費
浄 化 槽 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金
長 期 前 受 金 戻 入
資 本 費 繰 入 収 益
引 当 金 戻 入
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
雑 支 出

経 常 利 益



5
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０

6
⑴ ０
⑵ ０
⑶ ０
⑷ ０
⑸ ２６，２９９ ２６，２９９ △２６，２９９

２２３，７３４
７，４８８

２１６，２４６

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
過 年 度 損 益 修 正 益
そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
減 損 損 失
災 害 に よ る 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 分 剰 余 金



(単位：千円)

1
⑴

イ)
ロ)

ハ)

ニ)

ホ)

ヘ)

ト)

⑵
イ)

2
⑴
⑵

令和２年度    うきは市下水道事業予定開始貸借対照表
(令和３年３月３１日)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 ４３３，８０４
建 物 ８６６，０５５
減 価 償 却 累 計 額 △２２，５３０ ８４３，５２５
構 築 物 ２０，７１６，１５４

減 価 償 却 累 計 額 △５７０，１９６ ２０，１４５，９５８

機 械 及 び 装 置 ９８４，０６１
減 価 償 却 累 計 額 △１４５，５６３ ８３８，４９８
車 両 及 び 運 搬 具 ４１
減 価 償 却 累 計 額 ０ ４１
その他有形固定資産 ２，３３５
減 価 償 却 累 計 額 ０ ２，３３５
建 設 仮 勘 定 ０
有 形 固 定 資 産 合 計 ２２，２６４，１６１

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 ３１０
無 形 固 定 資 産 合 計 ３１０

固 定 資 産 合 計 ２２，２６４，４７１

流 動 資 産
現 金 預 金 ２０６，５８７
未 収 金 ３４，４５８
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △５，０６９ ２９，３８９

流 動 資 産 合 計 ２３５，９７６
資 産 合 計 ２２，５００，４４７



3
⑴

4
⑴
⑵
⑶

イ)
ロ)

5
⑴

イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

⑵
イ)
ロ)
ハ)
ニ)
ホ)

負 債 の 部

固 定 負 債
企 業 債 ８，７６５，２００

固 定 負 債 合 計 ８，７６５，２００

流 動 負 債
企 業 債 ５８２，３６１
未 払 金 ７２，１００
引 当 金

賞 与 引 当 金 ３，１９３
法 定 福 利 引 当 金 ６８０ ３，８７３

流 動 負 債 合 計 ６５８，３３４

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金 ９，９１１，０３１
県 補 助 金 １８６，９２８
他 会 計 補 助 金 ８５４，０９６
受 益 者 負 担 金 等 ６１３，３０８
受 贈 財 産 評 価 額 １０６ １１，５６５，４６９

収 益 化 累 計 額
国 庫 補 助 金 △３２６，４７６
県 補 助 金 △６，８１２
他 会 計 補 助 金 △０
受 益 者 負 担 金 等 △１７，２６５
受 贈 財 産 評 価 額 △０ △３５０，５５３

繰 延 収 益 合 計 １１，２１４，９１６

負 債 合 計 ２０，６３８，４５０



6

7
⑴
⑵

資 本 の 部

資 本 金 １，４０７，６５３

剰 余 金
資 本 剰 余 金 ２３８，０９８
利 益 剰 余 金 ２１６，２４６

剰 余 金 合 計 ４５４，３４４
資 本 合 計 １，８６１，９９７
負 債 資 本 合 計 ２２，５００，４４７



注     記

Ⅰ．重要な会計方針
1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産・・・定額法による。
・主な耐用年数

建物及び構築物 機械及び装置
車両及び運搬具 工具器具及び備品

(2) 無形固定資産・・・定額法による。

2  引当金の計上方法
(1) 賞与引当金及び法定福利費引当金

    職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払い見込額に基づき、当年度の負担
に属する額(１２月から３月までの４カ月分)を計上している。

(2) 貸倒引当金
    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

(3) 退職手当給付引当金
    当市職員の退職手当は、下水道事業会計が毎期支出する福岡県市町村退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全額を
負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

3 消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連
1 企業債の償還に係る他会計の負担

    貸借対照表に計上されている企業債(当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。)のうち、一般会計が
負担すると見込まれる額は、４，６７９，７８１千円である。

４５～６０年 １０～２０年
４～５年 ４～８年



Ⅲ．セグメント情報
1 報告セグメントの概要

    うきは市下水道事業は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び特定地域生活排水処理事業の3事業を実施しており、各事
業ごとに事業方針等を決定していることから、この３事業を報告セグメントとしている。なお、各報告セグメントの事業内容及び財務情報
の内訳は以下のとおりである。

下水道法上の下水道である特定環境保全公共下水道において汚水処理を行うもの
下水道法上の下水道以外の農業集落排水施設において汚水処理を行うもの
下水道法上の下水道以外の特定地域生活排水処理施設において汚水処理を行うもの

2 各報告セグメントの営業収益等(令和３年４月１日～令和４年３月３１日)

セ グ メ ン ト 区 分 事        業        内        容
特定環境保全公共下水道事業
農業集落排水事業
特定地域生活排水処理事業

(単位：千円)
区分 特定環境保全公共下水道事業 農業集落排水事業 特定地域生活排水処理事業

営業収益 ４１３，１２６ ４，５５２ １５，０６２
営業費用 １，０２５，５７０ ２２，６５２ ４８，９６５
営業損失 ６１２，４４４ １８，１００ ３３，９０３
経常利益 ２８７，３３５ ３，７７４ ８，２１７
その他の項目

他会計補助金 １６３，７２８ １７，６４４ ３２，３７１
長期前受金戻入 ３４０，９７８ ４，２３４ ５，６０４
資本費繰入収益 ５７５，８３３ － ６，５２６
減価償却費 ７１６，８４１ ９，００５ １３，０１６
支払利息及び企業債取扱諸費 １６３，８２９ ５ ２，３８２


